
平成２５年度

管理業務主任者試験問題

平成２５年１２月１日

次の注意事項をよく読んでから、始めてください。

（注意）

１ これは試験問題です。問題は、１ペ－ジから３５ペ－ジまで５０問です。

２ 試験の開始の合図と同時に、問題のペ－ジ数を確認してください。もし落丁や乱

丁があった場合は、ただちに試験監督員に申し出てください。

３ 解答は、別紙の解答用紙に記入してください。

４ 正解は、各問題とも１つだけです。複数の解答をしたもの、判読が困難なものは、

正解としません。

解答は、解答用紙の注意事項をよく読み、所定の要領で記入してください。

５ 問題中の法令等に関する部分は、平成２５年４月１日現在で施行されている規定に

基づいて出題されています。



【問 １】 マンション（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法

律第１４９号。以下「マンション管理適正化法」という。）第２条第１号に規定するも

のをいう。以下同じ。）の管理組合法人Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が、

マンション管理業者（マンション管理適正化法第２条第８号に規定する者をいう。

以下同じ。）Ｂ（以下、本問において「Ｂ」という。）との間で管理委託契約（以下、

本問において「本件契約」という。）締結の前に、Ｂが管理業務主任者（マンショ

ン管理適正化法第２条第９号に規定する者をいう。以下同じ。）をして、重要事項

の説明をさせ、その後、本件契約を締結した場合に関する次の記述のうち、民法及

び建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」とい

う。）の規定によれば、正しいものはいくつあるか。

ア 本件契約の締結前に開催した契約に関する重要事項についての説明会において、

本件契約の内容について説明を行う管理業務主任者は、Ｂの復代理人である。

イ 本件契約を締結したＡを代表する理事Ｃは、Ａの代理人ではない。

ウ 本件契約を締結したＡを代表する理事Ｃが本件契約締結後に行為能力を喪失した

ときは、その後、Ｃ以外のＡの理事によって本件契約が追認されない限り、本件契

約は効力を生じない。

エ 本件契約を締結したＡを代表する理事Ｃが、Ｂを他のマンション管理業者Ｄであ

ると誤認して本件契約を締結した場合に、Ｃが誤認したことについて重大な過失が

ないときは、Ａは錯誤を理由に本件契約を取消し又は解除することができる。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

１



【問 ２】 あるマンション管理業者が、管理組合との間で締結した管理委託契約に基

づく業務の一つとして、管理費滞納者に対して管理費（水道光熱費は含まないもの

とする。）の支払いを督促する業務がある場合において、当該マンション管理業者

が督促を行う予定の次の者のうち、管理費債務を負担しないことから、督促の相手

方として不適切であるものはいくつあるか。

ア 区分所有者の相続人

イ 区分所有者から当該専有部分を賃借している者

ウ 区分所有者から当該専有部分の贈与を受けた者

エ 区分所有者と当該専有部分に同居している２親等内の親族

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

【問 ３】 管理費の支払い等に関する次の記述のうち、民法及び区分所有法の規定に

よれば、正しいものはどれか。なお、本問において管理組合の管理費月額は１０,０００

円であり、毎月月末に当月分を支払う定めがあるものとする。

１ 区分所有者が、管理組合に対して、ある期の管理費について、管理費月額を１５,０００

円であると誤認して支払った場合には、その過払分５,０００円については、次期の管理

費として当然に充当され、管理組合に対して返還請求をすることはできない。

２ 区分所有者が、管理組合に対して、ある年の５月分の管理費月額１０,０００円を同年５

月１日に支払った場合には、当該区分所有者は、同年５月末日の到来前において、管

理組合に対して、その支払額の返還を請求することができる。

３ 区分所有者Ａが、他の区分所有者Ｂの管理費を立て替えて支払った場合に、Ａは、

Ｂに対して有する求償権について、Ｂの区分所有権及び建物に備え付けた動産の上に

先取特権を有する。

４ 区分所有者が、管理組合の理事長に対して、不法なことを行わせる目的で金銭を給

付した場合に、当該区分所有者は、当該理事長に対して、上記給付は公序良俗に反し

無効であるとして返還を請求することができる。

２



【問 ４】 マンションの専有部分甲（以下「甲」という。）について区分所有権を有

するＡが、甲を売買又は賃貸した場合に関する次の記述のうち、民法、借地借家法

（平成３年法律第９０号）の規定及び最高裁判所の判例に照らして、正しいものはど

れか。

１ Ａが甲をＢに売ったが、その旨の移転登記がなされない限り、Ｂは、甲についての

区分所有権を取得しない。

２ Ａが甲をＢに売り、ＢがそれをＣに転売してＣがそこに居住している場合に、その

後、ＡがＢの代金不払いを理由に売買契約を解除したときには、Ａは、Ｃに対して、

Ｃが甲の移転登記を得ているか否かにかかわらず、甲の明渡しを請求することができ

る。

３ Ａが甲をＢに賃貸し、ＢがそれをＡに無断でＣに転貸してＣがそこに居住した場合

に、Ａは、特段の事情がない限り、Ｂとの賃貸借契約を解除し、Ｃに対して甲の明渡

しを請求することができる。

４ Ａが甲をＢに賃貸し、Ｂがそこに居住した後に、Ａが甲をＣに売りその旨の登記を

Ｃに移転した場合に、Ｃは、Ｂに対して、甲の明渡しを請求することができる。

【問 ５】 管理組合法人Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）は、建設会社Ｂ

（以下、本問において「Ｂ」という。）との間でマンションの共用部分である１階部

分の廊下の修繕工事（以下、本問において「本件工事」という。）を内容とする請

負契約を締結した。この場合に関する次の記述のうち、民法及び区分所有法の規定

によれば、正しいものはどれか。

か し

１ 本件工事に瑕疵があるときは、Ａは、Ｂに対し、その瑕疵について、契約の解除又

は損害賠償の請求をすることはできるが、修補を請求することはできない。

２ 本件工事が完成しない間は、Ａは、Ｂに対し、いつでも損害を賠償して契約の解除

をすることができる。

３ 本件工事に瑕疵がある場合に、ＡがＢに対して損害賠償請求をするためには、Ａが

その瑕疵を知ったときから１年以内にしなければならない。

４ Ａの財産をもって、ＡのＢに対する本件工事代金債務を完済することができない場

合に、Ｂは、当該マンションの各区分所有者に対しては同債務の弁済を請求すること

はできない。

３



【問 ６】 マンションにおいて発生した次の各不法行為に関する記述のうち、民法及

び区分所有法の規定によれば、誤っているものはいくつあるか。

ア 管理組合Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）とマンション管理業者Ｂ（以

下、本問において「Ｂ」という。）との間で管理委託契約が締結されていたところ、

同管理委託契約にかかるＢの職務を行うについて、Ｂの被用者ＣがＡの組合員Ｄの

名誉を毀損した場合に、Ｄは、損害賠償請求を、Ｂに対してすることはできるが、

Ｃに対してすることはできない。

イ マンションの敷地にある樹木につき栽植又は支持に瑕疵があったために、当該樹

木が倒れて通行人Ｅが負傷した場合に、Ｅは、損害賠償請求を、当該マンションの

理事長又は管理者に対してすることはできるが、管理組合又は組合員全員に対して

することはできない。
か

ウ マンション内で飼育されている犬に噛まれて来訪者Ｆが怪我をした場合に、Ｆは、

損害賠償請求をその犬の占有者に対してすることはできない。

エ 建物の設置又は保存に瑕疵があることによってＡの組合員Ｇに損害を与えた場合、

その瑕疵が専有部分に存したときには、Ｇは、当該専有部分の区分所有者に対して

損害賠償請求をすることができるが、管理組合又は組合員全員に対してすることは

できない。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

４



【問 ７】 マンション標準管理委託契約書及びマンション標準管理委託契約書コメン

ト（平成１５年４月９日国総動第３号。国土交通省総合政策局長通知。以下「マンシ

ョン標準管理委託契約書」という。）の定めによれば、最も適切なものはどれか。

１ マンション管理業者は、事務管理業務、管理員業務、清掃業務、建物・設備管理業

務の管理事務の全部を第三者に再委託することができる。

２ マンションの管理事務の対象部分とは、管理規約により管理組合が管理すべき部分

のうち、マンション管理業者が受託して管理する部分をいい、区分所有者が管理すべ

き部分も含まれる。

３ 管理委託契約の有効期間が満了する日の３月前までに契約の更新について申出があ

った場合において、その有効期間が満了する日までに更新に関する協議がととのわな

いときは、管理組合及びマンション管理業者は、期間を定めて暫定契約を締結するこ

とはできないため、契約は終了する。

４ マンション管理業者が、書面をもって注意喚起したにもかかわらず、管理組合が承

認しなかった事項に起因して、管理組合又は管理組合の組合員等が損害を受けたとき、

当該マンション管理業者は、その損害を賠償する責任を負わない。

【問 ８】 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第

３号に規定する者をいう。以下同じ。）が、マンションの管理組合の組合員から、

当該組合員が所有する専有部分の売却の依頼を受け、その媒介等の業務のために、

マンション管理業者に情報の提供・開示を求めてきた場合の当該管理組合に代わっ

て行うマンション管理業者の対応に関する次の記述のうち、マンション標準管理委

託契約書の定めによれば、最も適切なものはどれか。

１ 当該組合員の負担に係る管理費及び修繕積立金等については、月額並びに滞納があ

るときはその金額を書面をもって開示する。

２ マンションの修繕の実施状況については、当該組合員の所有する専有部分に関する

修繕の実施状況を含めて、書面をもって開示する。

３ 管理費等の改定の予定及び修繕一時金の徴収の予定並びに大規模修繕の実施予定は、

開示する情報として含めない。

４ マンション管理業者が提供・開示できる範囲は、常に宅地建物取引業者から求めら

れたすべての範囲である。

５



【問 ９】 マンション標準管理委託契約書における通知義務に関する次の記述のうち、

正しいものの組み合わせはどれか。

ア マンション管理業者がマンション管理業の登録の取消しの処分を受けたときは、

マンション管理業者は、速やかに、書面をもって、管理組合に通知しなければなら

ない。

イ マンションの管理組合の組合員がその専有部分を第三者に貸与したときは、管理

組合は、書面をもって、マンション管理業者に通知する必要はないが、管理組合の

役員又は組合員が変更したときは、管理組合は、速やかに、書面をもって、マンシ

ョン管理業者に通知しなければならない。

ウ マンション管理業者が会社更生、民事再生の申立てを受けたときは、書面をもっ

て、管理組合に通知する必要はないが、銀行の取引を停止されたとき、若しくは破

産の申立てを受けたときは、速やかに、書面をもって、管理組合に通知をしなけれ

ばならない。

エ マンション管理業者が商号又は住所を変更したときは、マンション管理業者は、

速やかに、書面をもって、管理組合に通知しなければならず、マンション管理業者

が合併又は会社分割をしたときも、同様に通知しなければならない。

１ ア、ウ

２ ア、エ

３ イ、ウ

４ イ、エ

６



【問 １０】 マンションの管理組合が、区分所有者に対して有する管理費に係る債権の

消滅時効の中断に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものは

どれか。

１ 滞納している区分所有者が、管理組合あてに滞納している事実を認める書面を提出

したときは、時効が中断する。

２ 滞納している区分所有者が、破産手続開始の決定を受けた場合、管理組合がその破

産手続において債権の届出をしたときは、時効が中断する。

３ 滞納している区分所有者が死亡し、相続が開始しても、共同相続人間で遺産分割協

議が調わない間は、時効が中断する。

４ 管理組合が、理事長を管理組合の代表として、滞納している区分所有者に支払請求

訴訟を提起したとしても、その訴えを取り下げた場合は、時効が中断しなかったこと

になる。

【問 １１】 マンションの管理費の支払義務に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。

１ 管理組合の規約において、各区分所有者は管理費の債務については消滅時効の主張

をすることができない旨を定めた場合、滞納区分所有者は、たとえ消滅時効が完成し

ても時効の主張をすることができない。

２ 区分所有者が破産手続開始の決定を受けたとしても、当該区分所有者は、破産手続

開始決定の日の翌日以降の管理費の支払義務を免れない。

３ 専有部分について賃貸借契約が締結され、当該賃貸借契約において、管理費の支払

義務者を賃借人と定めた場合でも、特段の事情がない限り、賃貸人である区分所有者

は管理組合に対して、その約定を主張することはできない。

４ 管理費の支払債務の消滅時効の起算日は、管理費の各支払期日が経過した時である。

７



【問 １２】 あるマンション管理業者が実施している管理事務（マンション管理適正化

法第２条第６号に規定するものをいう。以下同じ。）の報告等に関する次の記述の

うち、マンション標準管理委託契約書の定めによれば、適切なものはいくつあるか。

ア マンション管理業者は、管理組合の事業年度終了後、契約で定めた期限内に、管

理組合に対して、当該年度における管理事務の処理状況及び管理組合の会計の収支

の結果を記載した書面を交付し、管理業務主任者以外の者によって報告を行わせて

いる。

イ マンション管理業者は、毎月末日までに、管理組合に対し、前月における管理組

合の会計の収支状況に関する書面を交付し、管理業務主任者以外の者によって報告

を行わせている。

ウ マンション管理業者は、管理組合から請求があるときは、管理組合の会計の収支

状況について管理業務主任者以外の者によって報告を行わせている。

エ 管理組合から管理組合の会計の収支状況に関する報告について請求があった場合

には、マンション管理業者は、管理組合の会計の収支に係る関係書類の提示を管理

業務主任者以外の者によって行わせている。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

８



【問 １３】 管理組合の会計及び承認に関する次の記述のうち、マンション標準管理規

約及びマンション標準管理規約コメント（単棟型）（平成１６年１月２３日国総動第２３２

号・国住マ第３７号、国土交通省総合政策局長・同住宅局長通知。以下「マンション

標準管理規約」という。）の定めによれば、不適切なものはいくつあるか。

ア 管理組合は、建物の建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査を行うため、

必要な範囲内において借入れをすることができる。

イ 駐車場使用料等の使用料は、それらの管理に要する費用に充てるほか、修繕積立

金として積み立てることも可能である。

ウ 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余剰は翌年度の管理費に

充当することも修繕積立金に充当することも可能である。

エ 管理組合は、管理費等に不足が生じた場合には、総会の決議により、その都度必

要な金額の負担を組合員に求めることができる。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

９



【問 １４】 修繕積立金に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約の定めによ

れば、最も不適切なものはどれか。

１ 修繕積立金の保管及び運用方法を決めるには、総会の決議によらなければならない。

２ 長期修繕計画の作成等のために劣化診断（建物診断）に要する経費については、修

繕積立金を取り崩して充当してはならない。

３ 管理組合は、共用部分等に係る火災保険料については、修繕積立金を取り崩して充

当してはならない。

４ 共用設備の保守、維持及び運転に要する経費については、修繕積立金を取り崩して

充当してはならない。

１０



【問 １５】 管理組合の活動における以下の取引に関して、平成２５年３月分の仕訳とし
て正しいものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、４月１日か
ら翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発生
主義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成２４年度における管理組合が発注した以下の工事等に関して、（１）から（４）は
平成２５年３月末まで予定通りに完了あるいは納入しているが、（５）、（６）及び（７）
の工事等は同年３月末現在、未だ完了していない。これらの工事の支払いに関しては、
（１）及び（２）は同年３月末に普通預金から全額を支払い、（３）及び（４）は同年４
月末日支払いの予定である。（５）、（６）及び（７）は工事費等の一部である２,５００,０００
円を手付金として同年３月末日に普通預金から支払った。

（発注した工事等）
（１） 共用非常照明修理工事 ７５,０００円
（２） 排水管塗装工事 ３６８,０００円
（３） 壁補修工事 ２１,０００円
（４） 防犯カメラ取替（取付費含む） ６７０,０００円
（５） 消防設備不備箇所改良工事 ５８０,０００円
（６） エレベーター改良工事 ７，５００,０００円
（７） エレベーター工事に伴う部品交換 ８００,０００円

合 計 １０,０１４,０００円

１ （借 方） （貸 方）

修繕費 ４６４,０００ 普通預金 ２,９４３,０００

什器備品 ６７０,０００ 未払金 ６９１,０００

前払金 ２,５００,０００

（単位：円）

２ （借 方） （貸 方）

修繕費 ４６４,０００ 普通預金 ２,９４３,０００

什器備品 ６７０,０００ 未払金 ７,０７１,０００

前払金 ８,８８０,０００

３ （借 方） （貸 方）

修繕費 ４４３,０００ 普通預金 ２,９４３,０００

什器備品 ６９１,０００ 未払金 ６９１,０００

前払金 ２,５００,０００

４ （借 方） （貸 方）

修繕費 ４４３,０００ 普通預金 ２,９４３,０００

什器備品 ６９１,０００ 未払金 ６９１,０００

付属設備 ２,５００,０００
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【問 １６】 管理組合の活動における以下の取引に関して、平成２５年３月分の仕訳とし

て正しいものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、４月１日か

ら翌年の３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発

生主義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成２５年４月１９日、マンション管理業者を通じて、以下の内訳の請求書が管理組合宛

に届いたので、同年４月３０日に管理組合の普通預金から全額を支払った。

（請求書の内訳）

管理委託費５月分 ８５０,０００円

電気料３月分 １８０,０００円

水道料２～３月分 ８６,０００円

リース料４月分 ３０,０００円

合 計 １,１４６,０００円

注：水道料は、通常、２ヶ月ごとに検針が行われ、請求される。

１ （借 方） （貸 方）

管理委託費 ８５０,０００ 未払金 １,１４６,０００

電気料 １８０,０００

水道料 ８６,０００

賃借料 ３０,０００

（単位：円）

２ （借 方） （貸 方）

電気料 １８０,０００ 未払金 ２６６,０００

水道料 ８６,０００

３ （借 方） （貸 方）

管理委託費 ８５０,０００ 普通預金 １,１４６,０００

電気料 １８０,０００

水道料 ８６,０００

賃借料 ３０,０００

４ （借 方） （貸 方）

電気料 １８０,０００ 普通預金 ２６６,０００

水道料 ８６,０００
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【問 １７】 用語の定義に関する次の記述のうち、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

によれば、誤っているものはどれか。

１ 主要構造部に、最下階の床は含まれない。

２ 構造耐力上主要な部分に、屋根版は含まれない。

３ 耐水材料に、れんがは含まれる。

４ 地階とは、床が地盤面下にある階で、床面から地盤面までの高さがその階の天井の

高さの３分の１以上のものをいう。

【問 １８】 住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備に関する次の記述のうち、消防

法（昭和２３年法律第１８６号）によれば、誤っているものはどれか。

１ 自動試験機能とは、住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備に係る機能が適正に

維持されていることを、自動的に確認することができる装置による試験機能をいう。

２ 住宅用防災警報器のうちスイッチの操作により火災警報を停止することのできるも

のにあっては、当該スイッチの操作により火災警報を停止したとき、１５分以内に自動

的に適正な監視状態に復旧するものでなければならない。

３ 住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備の感知器は、天井にあっては壁又ははり

から０.６ｍ以上離れた屋内に面する部分、壁にあっては天井から下方０.１５ｍ以上０.５ｍ

以内の位置にある屋内に面する部分で、かつ、換気口等の空気吹出し口から１．０ｍ以

上離れた位置に設置しなければならない。

４ 共同住宅用スプリンクラー設備、共同住宅用自動火災報知設備又は住戸用自動火災

報知設備を、それぞれ省令に定める技術上の基準に従い設置した場合には、住宅用防

災警報器又は住宅用防災報知設備の設置は免除される。
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【問 １９】 排水設備に関する用語の説明として、最も不適切なものはどれか。

１ 伸頂通気管とは、最上部の排水横枝管が排水立て管に接続した点よりも更に上方へ、

その排水立て管を立ち上げて、これを通気管に使用する部分をいう。

２ 通気弁とは、排水通気管の端部に設ける可動弁で、排水通気管内に生じる正圧及び

負圧を緩和する弁をいう。

３ 排水口空間とは、間接排水管の管端と、一般の排水系統に直結している水受け容器

又は排水器具のあふれ縁との間の垂直距離をいう。

４ 封水強度とは、排水管内に正圧又は負圧が生じたときの排水トラップの封水保持能

力をいう。

【問 ２０】 換気設備に関する次の記述のうち、建築基準法によれば、誤っているもの

はどれか。

１ 居室には、政令で定める技術的基準に従って換気設備を設けた場合を除いて、換気

のための窓その他の開口部を設け、その換気に有効な部分の面積は、その居室の床面

積に対して、２０分の１以上とすること。

２ 換気設備を設けるべき調理室等に煙突、排気フードなどを設けず、排気口又は排気

筒に換気扇を設ける場合にあっては、その有効換気量を、（燃料の単位燃焼量当たり

の理論廃ガス量）×（火を使用する設備又は器具の実況に応じた燃料消費量）の４０倍

以上とすること。

３ 機械換気設備の構造は、換気上有効な給気機及び排気機、換気上有効な給気機及び

排気口又は換気上有効な給気口及び排気機を有すること。

４ 火を使用する設備又は器具の通常の使用状態において、換気設備は、当該室内の酸

素の含有率をおおむね１５.０％以上に保つことができるものとして、国土交通大臣の認

定を受けたものも認められる。
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【問 ２１】 共同住宅の各種調査、検査、報告の義務に関する次の記述のうち、建築基

準法、消防法によれば、正しいものはどれか。

１ 建築基準法第１２条第１項に掲げる建築物の定期調査及び同条第３項に掲げる昇降機

以外の建築設備の定期調査は、一級建築士若しくは二級建築士でなければ行うことが

できない。

２ 建築基準法第１２条第１項に掲げる特殊建築物の定期調査は、５年に１回実施しなけ

ればならない。

３ 建築基準法第１２条第３項に掲げる昇降機の定期検査は、３年に１回実施しなければ

ならない。

４ 消防用設備等の点検の結果についての報告は、３年に１回実施しなければならない。

【問 ２２】 マンションの遮音に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１ 音の伝わり方には、固体伝搬音と空気伝搬音がある。

２ 床衝撃音の遮音性能を評価する衝撃源として重量衝撃源と軽量衝撃源があり、子供

の椅子からの飛び降りは、軽量衝撃源に分類される。

３ 界壁の遮音等級Ｄ値は、その値が大きいほど遮音性能が高い。

４ 床衝撃音の遮音等級Ｌ値は、その値が大きいほど遮音性能が低い。
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【問 ２３】 マンションの住戸における電気の配線に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。

１ 単相３線式で２００ボルトの電気器具を使用する場合においては、３本の電気配線の

うち中性線と他の電圧線を利用する。

２ 単相３線式で引込んでいる住戸においては、漏電遮断器は中性線欠相保護機能付の

ものとするのが望ましい。

３ エアコン用のコンセントは、専用回路とするのが望ましい。

４ ３路スイッチ等を使用することにより、複数の箇所から照明器具のスイッチのオン、

オフが可能となる。

【問 ２４】 消防法第１条（目的）の次の記述のうち（ア）（イ）（ウ）に入る用語の組

合せとして、正しいものはどれか。

この法律は、火災を予防し、警戒し及び（ア）し、国民の生命、身体及び財産を火災

から保護するとともに、火災又は（イ）等の災害による被害を軽減するほか、災害等に

よる傷病者の搬送を適切に行い、もつて安寧秩序を保持し、（ウ）に資することを目的

とする。

（ア） （イ） （ウ）

鎮圧 地震 社会公共の福祉の増進

鎮圧 洪水 健全な国民生活の安定向上

防護 地震 健全な国民生活の安定向上

防護 洪水 社会公共の福祉の増進

１

２

３

４
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【問 ２５】 コンクリートに関する次の記述のうち、建築工事標準仕様書・同解説（Ｊ

ＡＳＳ ５）によれば、最も適切なものはどれか。

１ コンクリートの計画供用期間とは、建築物の計画時又は設計時に、建築主又は設計

者が設定する、建築物の予定供用期間であり、３つの級が設定されている。

２ 空気量とは、硬化後のコンクリートに含まれる空気（骨材内部の空気は含まない）

の容積のコンクリート容積に対する百分率をいう。

３ 運搬とは、フレッシュコンクリートを工事現場の荷卸し地点から打込み地点まで運

ぶことをいう。

４ 品質基準強度とは、構造体の要求性能を得るために必要とされるコンクリートの圧

縮強度であり、通常、設計基準強度と耐久設計基準強度を確保するために、コンクリ

ートの品質の基準として定める強度である。

【問 ２６】 建築基準法第１２条第１項に規定される特殊建築物において、定期調査の調

査項目に含まれないものは、次のうちどれか。ただし、特定行政庁の定めるものは

除くものとする。

１ 機械式駐車場の劣化及び損傷の状況

２ 擁壁の劣化及び損傷の状況

３ サッシ等の劣化及び損傷の状況

４ 避雷針、避雷導線等の劣化及び損傷の状況
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【問 ２７】 マンション標準管理規約のコメントにおける長期修繕計画の内容に関する

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１ 既存マンションの長期修繕計画は、計画期間が２５年程度以上であることが必要であ

る。

２ 計画修繕の対象となる工事として、外壁補修、屋上防水、給排水管取替え、窓及び

玄関扉等の開口部の改良等が掲げられ、各部位ごとに修繕周期、工事金額等が定めら

れていることが必要である。

３ 長期修繕計画の作成又は変更及び修繕工事の実施の前提として、劣化診断（建物診

断）を管理組合として併せて行うことが必要である。

４ 長期修繕計画の内容については、定期的な（おおむね１０年程度ごとに）見直しをす

ることが必要である。

【問 ２８】 マンションの給水設備に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１ 受水槽にマンホールを設置しなければならない場合には、そのマンホールは直径

５０�の円が内接するものでなければならない。
２ ウォーターハンマーを防止するためには、各水栓器具に減圧弁を設けなければなら

ない。

３ 飲料水の給水系統と消防用水の系統は、逆流を防止する装置などを利用すれば直接

連結することができる。

４ 給水立て主管から各階への分岐管には、分岐点に近接した部分で、かつ、操作を容

易にできる部分に止水弁を設けなければならない。
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【問 ２９】 マンションの敷地上の駐車場に関する次の記述のうち、マンション標準管

理規約によれば、不適切なものはいくつあるか。

ア 駐車場使用契約により使用者から使用料を徴収している以上、管理組合は必ず車

両の保管責任を負わなければならない。

イ 駐車場使用者は、その専有部分を他の区分所有者に貸与した場合にあっても、区

分所有者である以上、当該駐車場使用契約は効力を失わない。

ウ 駐車場使用者が、管理費、修繕積立金等の滞納等の規約違反をしている場合にあ

っても、駐車場使用細則、駐車場使用契約等に明文規定がなければ、管理組合は当

該駐車場使用契約を解除することはできない。

エ 賃借人等の占有者にも駐車場を使用させることができるようにするためには、管

理規約を改正しなければならない。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ３０】 次の記述のうち、区分所有法及びマンション標準管理規約によれば、不適

切なものはいくつあるか。

ア 管理組合が、大規模修繕工事の実施に向け、一級建築士事務所とコンサルティン

グ契約を締結する場合において、理事会が、同契約の締結を管理組合の業務に関す

る重要事項であると判断したときは、契約の締結に関する決定を理事会の決議で行

うことができる。

イ 管理組合に専門委員会を設置するには、理事会の決議で設置することができる場

合がある。

ウ 理事長が管理費等の滞納者に対して、管理組合を代表して管理費等の支払請求訴

訟を提起するには、マンション標準管理規約によれば、理事会の決議で行うことが

できる。

エ 理事長が、外壁に穴を開けた区分所有者に対して、共同の利益に反することを理

由に区分所有法第５７条に基づき原状回復を請求するには、理事会の決議で行うこと

ができる。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ３１】 団地管理組合の成立に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、

誤っているものはどれか。

１ 一筆の土地である甲の上に建物Ａ（区分所有建物）、建物Ｂ（区分所有建物）、建物

Ｃ（区分所有建物）、建物Ｄ（区分所有建物）が存在する場合において、甲が建物Ａ、

建物Ｂ、建物Ｃ、建物Ｄの区分所有者全員の共有に属しているときは、団地管理組合

が成立する。

２ 一筆の土地である甲の上に建物Ａ（区分所有建物）、建物Ｂ（戸建て住宅）、建物Ｃ

（戸建て住宅）が存在する場合において、建物Ａ、建物Ｂ、建物Ｃの所有者全員が甲

を共有するときは、団地管理組合が成立する。

３ 四筆の土地である甲、乙、丙、丁の上に、それぞれ、建物Ａ（戸建て住宅）、建物

Ｂ（戸建て住宅）、建物Ｃ（戸建て住宅）、集会所Ｄが存在する場合において、建物Ａ、

建物Ｂ、建物Ｃの所有者全員が集会所Ｄを共有していたとしても団地管理組合は成立

しない。

４ 四筆の土地である甲、乙、丙、丁の上に、それぞれ、建物Ａ（区分所有建物）、建

物Ｂ（区分所有建物）、建物Ｃ（区分所有建物）、建物Ｄ（区分所有建物）が存在する

場合において、建物Ｄの中に存在する管理事務室が建物Ａ、建物Ｂ、建物Ｃ、建物Ｄ

の区分所有者全員の共有に属しているときは団地管理組合が成立する。
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【問 ３２】 マンションの専有部分と共用部分に関する次の記述のうち、マンション標

準管理規約によれば、最も適切なものはどれか。

１ 各住戸の玄関扉の内部塗装部分及び窓ガラスの内側部分は専有部分である。

２ 雑排水管及び汚水管については、配管枝管から配管継手部分までが専有部分である。

３ 給水管については、本管から各住戸メーターを含む部分までが共用部分である。

４ メーターボックス内にある給湯器ボイラーは共用部分である。
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【問 ３３】 あるマンションの管理組合（理事長Ａ、理事Ｂ、理事Ｃ、理事Ｄ、監事

Ｅ）において、理事Ｂが、自分以外の他の理事が不正に管理費等を使用しているな
ひ ぼう

どと誹謗中傷する文書をばらまいたため、理事Ｃが辞任し、後任理事が未選任の場

合に関する次の記述のうち、区分所有法及びマンション標準管理規約によれば、最

も不適切なものはどれか。

１ 理事Ｃは、総会又は理事会の承認がなくても辞任することができるが、後任の理事

が就任するまでの間は引続きその職務を行わなければならない。

２ 理事長Ａは、理事会の決議をもって、理事Ｂの理事解任を議題とする臨時総会を招

集することができるが、この場合、辞任した理事Ｃも理事会の決議につき議決権を有

する。

３ 理事会決議が得られないことを知った理事Ｄほか１０名の組合員は、理事長Ａに対し、

組合員の総会招集請求権の要件を満たしたとして、理事Ｂの理事解任を議題とする臨

時総会の招集を請求したが、個人情報保護を理由に理事Ｄが１０名の組合員の氏名を明

らかにしない以上、理事長Ａはこの総会を招集することができない。

４ 監事Ｅは、管理組合及び理事会の業務執行と財産の状況を調べ、理事Ｂ以外の理事

には不正行為がなかった場合には、組合業務の妨害を行った理事Ｂの解任を議題とす

る臨時総会を招集することができる。

２３



【問 ３４】 管理組合の会計年度と役員の業務に関する次の記述のうち、マンション標

準管理規約によれば、最も不適切なものはどれか。

１ 新年度開始後も、前年度理事長及び理事は、新年度理事が選任されるまでの間、管

理組合の業務を行わなければならない。

２ 新年度の監事は、新年度開始後自分が就任するまでの間の管理組合の業務の執行及

び財産の状況についても監査しなければならない。

３ 新年度開始後に前年度理事長が理事会の承認を得て支出を行うことができるものは、

経常的であり、かつ新年度の収支予算案が総会で承認する前に支出することがやむを

得ないものに限られる。

４ 新年度理事長及び理事は、前年度理事会が通常総会に提出し承認された新年度の事

業計画及び収支予算に拘束され、これを変更するには臨時総会で承認を得なければな

らない。

【問 ３５】 管理組合で、セントラル給湯システム（一括給湯方式）の装置の老朽化と

ランニングコストの試算結果により、個別給湯方式に切り替えようとしている場合

に関する次の記述のうち、区分所有法及びマンション標準管理規約によれば、最も

不適切なものはどれか。

１ 一括給湯方式を個別給湯方式に切り替えるには、各住戸内の給湯器装置への配管工

事も必要になるから、この各住戸内の給湯器設置への配管工事も総会の決議を経れば、

管理組合が行うことができる。

２ この切替え工事の実施には、総会で特別決議を経なければならない。

３ この切替え工事の実施に伴う規約の変更については、区分所有者全体に一律にその

影響が及ぶから特定の区分所有者の承諾は不要である。

４ 各住戸内の給湯器設置については、もともとは共用部分に設置されていた給湯装置

を変更することに伴い必要とされるものなので、修繕積立金から支出することができ

る。

２４



【問 ３６】 管理組合法人に関する次の記述のうち、区分所有法によれば、誤っている

ものはどれか。

１ 管理組合法人は、その名称中に管理組合法人という文字を用いなければならない。

２ 管理組合法人は、理事及び監事の氏名、住所を登記しなければならない。

３ 管理組合法人は、理事がその職務を行うについて第三者に損害を加えた場合には、

その損害を賠償しなければならない。

４ 管理組合法人が、集会の特別決議によって解散する場合には、区分所有法第３条の

団体としての管理組合はなお存続する。

【問 ３７】 次の記述のうち、マンション標準管理規約によれば、「正当な理由」が必

要とされないものはどれか。

１ 専有部分の修繕工事に関し、必要な調査を行うため、理事長が修繕箇所への立入り

を請求したが、その専有部分の区分所有者がこれを拒否する場合。

２ 階段室をエレベーター室に改造することが専有部分の使用に特別の影響を及ぼす場

合に、その専有部分の区分所有者が承諾を拒否するとき。

３ 管理組合がバルコニーの防水工事を行うため、区分所有者の住戸に接続するバルコ

ニーへの立入りを請求したが、その区分所有者がこれを拒否する場合。

４ 組合員からの総会議事録の閲覧請求及び閲覧の日時、場所等の申出が不相当な場合

に、理事長がこれを拒否するとき。
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【問 ３８】 管理組合が行った規約の変更又は取り扱いに関する次の記述のうち、区分

所有法及びマンション標準管理規約によれば、最も適切なものはどれか。

１ 専有部分の賃貸借契約において、管理費相当額の負担を約束した賃借人は、管理費

の増額を議題とする集会で意見を述べるべき利害関係を有する者であると判断した。

２ 管理規約の変更についての集会における決議要件を、区分所有者及び議決権の各４

分の３以上から各３分の２以上に改めた。

３ 大規模修繕工事を円滑に実施するにあたり、集会における決議要件を「区分所有者

及び議決権の各過半数」から「出席組合員の議決権の過半数」に改めた。

４ 管理者の都合で、年１回の集会での事務報告ができなくなったので、書面による報

告を区分所有者全員に送付する方法を採用した。

【問 ３９】 マンションに関する次の記述のうち、最高裁判所の判例によれば、正しい

ものはどれか。

１ 構造上及び機能上、独立性を有する建物部分ではあるが、その一部に他の区分所有

者らの共用に供される設備が設置されている以上、当該建物部分は、専有部分として

区分所有権の目的とはなり得ない。

２ 専有部分が賃貸され暴力団事務所として使用されていることを理由に、賃貸借契約

の解除及びその専有部分の引渡しを請求する訴えを提起するために集会の決議をする

には、あらかじめ賃借人と共に賃貸人たる区分所有者に対して弁明の機会を与えなけ

ればならない。

３ 管理規約の規定に基づいて、区分所有者に対し管理費の支払いが義務づけられ、月

ごとに所定の方法でそれが支払われる場合に、その管理費の債権は、基本権たる定期

金債権から派生する支分権として消滅時効にかかる。

４ 法人格を取得していない権利能力なき社団であるマンション管理組合について原告

適格が認められることはなく、訴訟担当が認められるのは、管理者又は集会の決議に

より指定された区分所有者のみである。

２６



【問 ４０】 宅地建物取引業者Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が、宅地建物

取引業者でないＢ（以下、本問において「Ｂ」という。）に対し、中古マンション

を売却した場合における瑕疵担保責任についての特約に関する次の記述のうち、民

法及び宅地建物取引業法の規定によれば、有効なものはいくつあるか。

ア 「売主Ａは、買主Ｂとの売買契約締結の日から２年間瑕疵担保責任を負う」旨の

特約

イ 「瑕疵がある場合、買主Ｂは損害賠償請求と瑕疵の修補請求をすることができる

が、いかなる場合でも契約の解除はできない」旨の特約

ウ 「売主Ａは、買主Ｂが売買契約締結当時に知っていた瑕疵については、その責任

を負わない」旨の特約

エ 「売主Ａは、その瑕疵についてＡに何らの過失もない場合は、その責任を負わな

い」旨の特約

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

２７



【問 ４１】 個人情報取扱事業者であるマンション管理業者に関する次の記述のうち、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下、本問において「個人情

報保護法」という。）の規定によれば、正しいものはいくつあるか。

ア マンション管理業者は、管理組合の組合員の個人情報を取得した場合には、あら

かじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を本人に

通知し又は公表しなければならない。

イ 管理組合の組合員の氏名、電話番号等が記載されている組合員名簿が、紙面で処

理された個人情報であっても、個人情報保護法上の「個人情報データベース等」に

該当する場合がある。

ウ マンション管理業者は、特定の組合員から当該本人が識別される保有個人データ

の開示を求められたときは、無償で開示しなければならない。

エ マンションの防犯カメラに映る映像は、特定の個人が判別できるものであっても、

個人情報保護法上の「個人情報」ではない。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ４２】 区分所有者Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が、自己所有のマン

ションの専有部分をＢに賃貸した場合に関する次の記述のうち、民法及び借地借家

法の規定によれば、正しいものはどれか。なお、当該賃貸借契約は、定期建物賃貸

借契約ではないものとする。

１ ＡＢ間において、Ａが当該区分所有権を第三者に譲渡したときは、その時から６月

後にＡＢ間の賃貸借契約は終了する旨の特約は有効である。

２ ＡＢ間の賃貸借契約の期間について１年未満の期間を定めた場合は、その期間につ

いて無効であり、契約期間１年の賃貸借とみなされる。

３ ＡＢ間において、一定期間、賃料を増額しない旨の特約をした場合でも、当該賃料

が不相当になったときは、Ａは増額請求をすることができる。

４ Ｂが転勤により第三者Ｃに建物賃借権を譲渡しようとする場合に、Ａがその譲渡を

承諾しないときにおいて、Ｂは、裁判所にＡの承諾に代わる許可の裁判を申し立てる

ことはできない。

【問 ４３】 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）に関する次の記述のうち、正しい

ものはどれか。

１ 区分建物が属する一棟の建物が新築された場合における各区分建物についての表題

登記の申請は、当該建物に属する他の区分建物についての表題登記の申請と併せてし

なければならない。

２ 区分建物を売買により取得した者は、取得した日から１月以内に所有権移転の登記

を申請しなければならない。

３ 権利に関する登記を申請する場合には、登記識別情報を申請情報と併せて提供しな

ければならず、これを提供できないときには、登記申請をすることができない。

４ 登記の前後は、登記記録の同一の区にした登記相互間においても、別の区にした登

記相互間においても、ともに順位番号による。
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【問 ４４】 各種の法令に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

１ 「警備業法」（昭和４７年法律第１１７号）によれば、成年被後見人、被保佐人若しくは被

補助人又は破産者で復権を得ないものは、警備業を営んではならない。

２ 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成１８年法律第９１号）

によれば、学校や共同住宅等の特定建築物の建築をしようとするときは、当該特定建

築物を建築物移動等円滑化基準に適合させるための措置を講ずる努力義務が課せられ

ているが、特別特定建築物の政令で定める規模以上の建築をしようとするときは、当

該特別特定建築物を建築物移動等円滑化基準に適合させる義務が課されている。

３ 「住生活基本法」（平成１８年法律第６１号）によれば、国土交通大臣は、関係行政機関

の長に対し、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の実施状況について報

告を求めることができる。

４ 「自動車の保管場所の確保等に関する法律」（昭和３７年法律第１４５号）によれば、法人

の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関し本法に関する違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は

人に対しても、罰金刑を科する。

【問 ４５】 宅地建物取引業者Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が自ら売主と

してマンションの売買を行う場合に、宅地建物取引業法第３５条の規定により行う重

要事項の説明に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

１ Ａは、天災その他不可抗力による損害の負担に関する事項を説明しなければならな

い。

２ Ａは、当該マンションの管理が委託されているときは、その管理委託契約の内容に

ついて説明しなければならない。

３ Ａは、台所、浴室、便所その他の当該マンションの設備の整備の状況について、説

明しなければならない。

４ Ａは、当該マンションが津波防災地域づくりに関する法律（平成２３年法律第１２３号）

第５３条第１項により指定された津波災害警戒区域内にあるときは、その旨を説明しな

ければならない。
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【問 ４６】 次の記述のうち、マンションの管理の適正化に関する指針（平成１３年国土

交通省告示第１２８８号）によれば、不適切なものはいくつあるか。

ア 集会は、管理組合の最高意思決定機関であるため、管理組合の管理者等は、その

意思決定にあたっては、事前に必要な資料を整備し、集会において適切な判断が行

われるよう配慮する必要がある。

イ 長期修繕計画の実効性を確保するためには、修繕内容、資金計画を適正かつ明確

に定め、それらをマンションの区分所有者等に十分周知させることが必要である。

ウ マンションの区分所有者等は、マンションの快適かつ適正な利用と資産価値の維

持を図るため、進んで管理者に管理組合の運営を一任することが必要である。

エ 管理組合の経理について、管理組合の管理者等は、必要な帳票類を作成してこれ

を保管するとともに、マンションの区分所有者等の請求があった時は、これを速や

かに開示することにより、経理の透明性を確保する必要がある。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

３１



【問 ４７】 マンション管理業者が行う重要事項の説明及び契約成立時の書面の交付に

関する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれば、誤っているものはいく

つあるか。

ア マンション管理業者は、管理組合から管理事務の委託を受けることを内容とする

契約を締結した場合、当該管理組合に管理者等が置かれていないときは、当該管理

組合を構成するマンションの区分所有者等全員に対し、遅滞なく、契約の成立時の

書面を交付しなければならない。

イ マンション管理業者は、契約の成立時の書面をマンションの区分所有者等及び当

該管理組合の管理者等の見やすい場所に掲示しなければならない。

ウ マンション管理業者は、管理業務主任者をして、重要事項として免責に関する事

項を説明させなければならないが、契約の成立時の書面には免責に関する事項を記

載する必要はない。

エ マンション管理業者は、重要事項を記載した書面及び契約の成立時の書面を作成

するときは、管理業務主任者をして、そのいずれの書面にも記名押印をさせなけれ

ばならない。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ４８】 管理業務主任者に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれ

ば、空欄に当てはまる言葉の組み合わせとして正しいものはどれか。

ア マンション管理業者がその事務所ごとに置かなければならない成年者である専任

の管理業務主任者の数は、管理事務の委託を受けた管理組合の数を Ａ で除

したもの（１未満の端数は切り上げる。）以上とする。

イ 管理業務主任者証の交付を受けようとする者で、管理業務主任者試験に合格した

日から Ｂ に交付を受けようとする者については、国土交通大臣の登録を受

けた者（登録講習機関）が行う講習を受けなくても交付を申請することができる。

ウ 管理業務主任者試験に合格した者で、管理事務に関し Ｃ の実務の経験を

有する者は、国土交通大臣の登録を受けることができる。

エ 管理業務主任者が、管理業務主任者として行う事務に関し、不正又は著しく不当

な行為をしたときは、国土交通大臣は、その者に対し、 Ｄ の期間を定めて、

管理業務主任者としてすべき事務を行うことを禁止することができる。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

６ ６ヶ月以内 ２年以上 １年以内

３０ ６ヶ月以内 １年以上 ２年以内

６ １年以内 １年以上 ２年以内

３０ １年以内 ２年以上 １年以内

１

２

３

４
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【問 ４９】 管理事務の報告に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれ

ば、正しいものはどれか。

１ 管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれている場合、マンション管理

業者は、当該管理組合の事業年度終了後、遅滞なく、管理者等に管理事務に関する報

告をしなければならないが、管理事務報告書を区分所有者等の見やすい場所に掲示す

ることで、管理者等への報告を省略することができる。

２ 管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれていない場合、マンション管

理業者は、区分所有者等からの求めがあったときのみ、管理事務の報告を行う説明会

の開催日の１週間前までに、説明会の開催の日時及び場所を当該管理組合を構成する

マンションの区分所有者等の見やすい場所に掲示しなければならない。

３ 管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれている場合、マンション管理

業者が管理事務に関する報告を行うときは、報告の対象となる期間、管理組合の会計

の収入及び支出の状況及び管理受託契約の内容に関する事項を記載した管理事務報告

書を作成し、管理業務主任者をして、これを管理者等に交付して説明をさせなければ

ならないが、当該書面に記名押印することまでは求められていない。

４ 管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれていない場合、マンション管

理業者は、当該管理組合の事業年度終了後、遅滞なく、管理事務報告書を作成し説明

会を開催しなければならないが、管理事務報告書については、説明会の日の１週間前

までに区分所有者等全員に配布しなければならない。

３４



【問 ５０】 マンション管理業者に対する監督に関する次の記述のうち、マンション管

理適正化法の規定によれば、正しいものはいくつあるか。

ア マンション管理業者が、偽りその他不正の手段によりマンション管理業の登録を

受けたときは、国土交通大臣は、当該マンション管理業者に対し、業務停止命令を

することができる。

イ マンション管理業者が、マンション管理業に関し、不正又は著しく不当な行為を

したときは、国土交通大臣は、当該マンション管理業者に対し、２年以内の期間を

定めて、その業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。

ウ 業務の停止の命令を受けたマンション管理業者が、その業務停止命令に違反した

とき、国土交通大臣はその登録を取り消さなければならない。

エ 法人であるマンション管理業者の役員が、破産者で復権を得ないものとなったと

きは、国土交通大臣はそのマンション管理業者に対し、必要な指示をすることがで

きる。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

３５



平成２５年度 管理業務主任者試験問題正解

問番号 正 解 肢 問番号 正 解 肢

問 1 １ 問 26 １

問 2 ２ 問 27 ４

問 3 ３ 問 28 ４

問 4 ３ 問 29 ２

問 5 ２ 問 30 １，２

問 6 ３ 問 31 ３

問 7 ４ 問 32 ３

問 8 １ 問 33 ４

問 9 ２ 問 34 ３

問 10 ３ 問 35 ４

問 11 １ 問 36 ２

問 12 ３ 問 37 ４

問 13 １ 問 38 ３

問 14 ２ 問 39 ３

問 15 １ 問 40 １

問 16 ２ 問 41 ２

問 17 ２ 問 42 ４

問 18 ３ 問 43 １

問 19 ２ 問 44 １

問 20 ４ 問 45 ４

問 21 ４ 問 46 １

問 22 ２ 問 47 ２

問 23 １ 問 48 ４

問 24 １ 問 49 ３

問 25 ４ 問 50 １

＊問３０のエについては、適切とも不適切どもとれる余地があるため、１および２のい

ずれも正解とすることといたしました。


